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3. 解説：データが語る東日本大震災の「いま」   （ Japa 日本専門家活動協会 芝原靖典） 

 

(1) ｢一区切り」と「26,281 人」の間にある現実 

2026 年 3 月 11 日、東日本大震災から 15 年が経過した。警察庁の集計によれば直接死者 1 万

5,901人・行方不明者2,519人、復興庁が認定した震災関連死は3,810人に上り、合計の犠牲

者数は 2 万 2,000 人を超える。道路は 100%開通し、災害公営住宅は計画通り完成。岩手・宮

城の復興局は今月末をもって廃止される。政府が「一区切り」を宣言するに十分な数字が、

確かに並んだ。 

しかし、同じ時間軸の中に、別の数字が存在する。2026 年 2 月 1 日時点で、全国 47 都道府

県・817 市区町村に 2 万 6,281 人がいまだ避難生活を続けている。ピーク時（2012 年 5 月、

約 47 万人）の 5.6%まで減ったとはいえ、15 年を経てなお 2 万人超が故郷を離れた生活を強

いられているという事実は重い。さらに決定的なのは、県外避難者の 93.5%が福島県民であ

るという内訳である。原子力災害の影響が、地震・津波被害とは本質的に異なる時間軸で、

いかに長期かつ広域に及んでいる。しかも、それは今後も超長期に及ぶ。 

区分 避難者数 備考 

全国計 26,281 人 47 都道府県・817市区町村 

岩手県 291 人 県内所在者数 

宮城県 702 人 県内所在者数 

福島県 4,409 人 県内所在者数 

県外避難（福島→他県） 18,996 人 県外避難者の大宗 

 

(2) ハード 100%・人口マイナス 90%という逆説 

インフラ復興の完了と人口動態の悪化は、正反対のベクトルを向いている。災害公営住宅

29,654 戸、防災集団移転宅地 18,226 区画、復興道路 570km、被災鉄道全線——すべてが計画通

り完成・開通した。これは紛れもないハード面での達成である。 

だが、被災 42 市町村のうち実に約 9 割（38 市町村）で、震災翌年の 2012 年よりも人口がさ

らに減少している。42市町村全体の総人口は震災前比で約 26 万 4,100 人（約 10%）減少し、

現役世代（15〜64 歳）の流出速度は全国平均の約 2 倍に達する。「器は完成した。しかし人

が入らない」——これが 15年後の被災地の実像だ。 

なかでも福島の原発周辺自治体の減少幅は凄まじい。富岡町は震災前比で 88%減（約 1,862

人）、大熊町は 87%減（約 1,436 人）、双葉町は 86%減（約 962 人）。避難指示が一部解除さ

れた双葉町の実居住者は約 180 人で、登録人口 5,220 人のわずか 3.4%にとどまる。除染が完

了し、インフラが整備されても、医療・教育・商業といった生活基盤の再建、コミュニティ

の再生が進まない限り、帰還は現実的ではない。長期化するほど、さらに難しくなる。 

「復興したまち」と「消えていくまち」が同時に存在するという逆説がデータとして刻まれ

ている。 

指標 人数 出典 

直接死者数 15,901 人 警察庁 2026 年 3月 1日時点、12都道県 

行方不明者数 2,519 人 警察庁 2026 年 3月 1日時点、12都道県 

震災関連死    3,810 人 復興庁認定 2025 年 12月 31日時点 
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順位 自治体名（県） 減少率 2026 年 3月時点の人口状況 

1位 富岡町（福島） 88.2% 減 15,842 人 → 1,862 人 

2位 大熊町（福島） 87.5% 減 11,515 人 → 1,436 人 

3位 双葉町（福島） 86.1% 減 6,932 人 → 962 人 

4位 浪江町（福島） 82.4% 減 20,905 人 → 3,674 人 

5位 葛尾村（福島） 74.1% 減 1,531 人 → 396 人 

6位 飯舘村（福島） 70.5% 減 6,209 人 → 1,832 人 

7位 女川町（宮城） 46.3% 減 10,051 人 → 5,397 人 

8位 大槌町（岩手） 40.4% 減 15,277 人 → 9,112 人 

9位 陸前高田市（岩手） 38.8% 減 23,300 人 → 14,260 人 

10 位 南三陸町（宮城） 38.2% 減 17,429 人 → 10,771 人 

注：本データは、2026 年 3 月現在の各自治体・県が発表した最新の推計人口および、2024 年の人口戦

略会議による分析に基づく概数である。 

 

(3) 福島という特別な重さ 

福島の問題が他の被災地と根本的に異なるのは、廃炉という終わりの見えない工程が続いて

いるからだ。廃炉完了目標は 2051 年——あと約 25 年先——とされているが、その見通しは依然

として不透明である。廃炉の本丸である燃料デブリの取り出しは、2 回の試験採取でわずか

0.9グラムを採取したにとどまる。残存する推計約880トンのデブリをどう取り出すかは、技

術的にも未解決の問題であり、3 号機の大規模取り出し準備だけで 12〜15 年かかるとされる。

汚染水は現在も 1 日約 60 トンが発生し続けており、ALPS 処理水の海洋放出は 2023 年 8 月に

始まったが、国内外の議論は続いている。 

避難指示区域は2011年当初に福島県面積の約12%に設定されていたが、2025年時点では約2%

まで縮小した。しか

し、帰還困難区域 7

市町村・309平方キロ

メートル（東京 23 区

のほぼ半分）はいま

だ解除されていな

い。政府は 2029 年ま

でに「特定帰還居住

区域」の避難指示を

順次解除する方針だ

が、実際に住民が帰

還できる環境整備は

途上にある。 

 

(4) 見えない傷——孤独死と心の病 

復興予算が 42兆円に達した一方で、数字に表れにくい傷が残り続けている。宮城県の公営仮

設住宅における調査では、震災後 6年間で 82件の「孤立死」が確認されており、非高齢者男



 

Japa Newsletter 2026/04/01 ＃73                                           7 

性・アルコール依存傾向・無職無収入という三つのリスク要因が重なった人々が孤立しやす

かったことが示されている。 

被災者の心理的回復は、一般に思われているよりはるかに複雑で長期的な経路をたどる。発

災 1 年目は避難所の劣悪な環境がストレスの温床となり、仮設住宅への移行後は一時的な安

定が訪れるものの、4〜7 年目以降も依然として心理的な不安定を抱える人が少なくない。住

居の繰り返す変化、健康問題、そして社会的孤立の三つが、回復を妨げる主要な要因として

浮かび上がっている。震災関連死 3,810 人のうち福島が 2,350 人と最多を占めるのは、こう

した長期的・複合的な苦難の蓄積を反映している。 

 

(5) 42 兆円の使途と次のフェーズ 

15年間の復興予算累計は約41.7兆円に達した。その内訳を見ると、住宅再建・まちづくりが

全体の 32.6%（約 13.6 兆円）で最大だが、注目すべきは原子力災害対応の 20.9%（約 8.7 兆

円）という比重だ。除染・中間貯蔵施設・福島県内の避難者支援がこれに含まれており、復

興予算の約 2割が原発対応に費やされた計算になる。 

2026 年度から始まる第 3 期復興・創生期間（5 年間、総額約 1.9 兆円）では、岩手・宮城復

興局を廃止して福島に新拠点を集約するという組織再編が行われる。これは復興の重心が福

島の長期課題に移行したことを示している。岩手・宮城の事業が一段落する一方で、廃炉・

帰還困難区域・心のケアという福島固有の課題は、今後も（超）長期にわたって続く。 

 

(6) 阪神・淡路との比較が示す構造的教訓 

東日本大震災を 1995 年の阪神・淡路大震災と比較すると、日本の復興政策の構造的課題が際

立つ。阪神・淡路では仮設住宅の入居がほぼゼロになるまでに要した時間は 4 年 9 ヶ月だっ

たのに対し、東日本では 15年後もなお 2万 6千人超が避難を続けている。規模の違い（死者

数で約 3.5 倍、復興予算で約 2.8 倍）だけでは説明できない差がそこにある。原子力災害と

いう「同時複合災害」の構造が、通常の復興プロセスに根本的な変数を加えたと云える。 

 

(7) 4 つの構造的課題と提言 

データが示す 15年の経験を踏まえると、今後に向けた課題は四つに集約できる。第一は「事

前復興の制度化」だ。南海トラフ巨大地震等に備え、防災庁が標準的な事前復興計画の策定

支援と財政・人材支援を一体的に提供する体制が必要である。第二は「縮小適応型復興モデ

ルへの転換」で、人口減少を前提とした持続可能な地域設計へ政策パラダイムを切り替える

ことが求められる。第三は「政策評価と情報の透明性」の確保で、廃炉ロードマップや復興

特別会計の進捗を定期的に公開・説明する義務を明確化すべきだ。第四は「記憶と知識の次

世代移転」——15 年間の復興実践が蓄積した教訓・ノウハウ・人材ネットワークを、能登等の

新被災地と次世代に継承する「防災文化」の醸成である。 

15 年という歳月は、日本がハードの復興をやり遂げる底力を証明した。同時に、人口・コミ

ュニティ・廃炉・孤立という「ソフトの復興」がいかに長く険しい道のりであるかを、数字

が静かに示し続けている。ハード以上に社会的仕組みの問題である。 

 

補：本解説の参考資料等はhttps://shikumi-gunzo.hatenablog.com/、バックナンバーはhttps://www.japa.fellowlink.jp/column 


